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研究成果の概要（和文）：さまざまな議論はなされているものの、当面は、純利益と包括利益が

共に表示され、その他の包括利益は原則としてリサイクルされるという財務諸表の表示モデル

に落ち着いた状態にある。本研究では、そのような純利益と包括利益の関係を、測定基準の違

いではなく、認識基準の違いとして捉える考え方について明らかにしている。 

 また、持分時価変動情報に関連して、狭義持分説に基づく損益計算の価値関連性に関する実

証研究の必要性を明らかにしている。 

 

研究成果の概要（英文）：Current accounting standards require disclosure of net income 

(profit and loss) and comprehensive income. During 1980s, it was required to disclose 

multiple income figures adjusted for inflation or price change. This research clarifies the 

difference and rationale on that point based on the historical and international 

comparative research of the accounting standards and accounting literatures. Although 

multiple concepts of income and multiple concepts of capital were applied, those in 1980s 

were multiple measurements, which was different from the current accounting treatments. 

Current accounting treatments can be interpreted as dual recognitions instead of dual 

measurements. As long as other comprehensive income items are recycled, it could be 

interpreted that dual concepts of income based on dual recognitions are applied, under the 

same capital concept.  
 Stock purchase warrants issued with debt or convertible debts are popular forms of 

contingent equity financing. And they could be used for compensation purpose such as 

stock options and for other purpose like rights plan as anti-hostile takeover measure. 

Because the fluctuation of fair value of those options could be material, how those changes 

should be accounting for has to be discussed. Prior study in Japan could not prove that the 

gains recognized from the lapse of stock options and stock purchase warrants were value 

relevant. But that does not mean liability classification of stock options and stock purchase 

warrants will not improve the value relevance. Because Japanese accounting only reflect 

the grant date fair value of the lapsed stock option and does not fully reflect the change in 

fair value of those options after the grant date. Further research is required to evaluate the 

value relevance of changes in fair value of contingent equity instruments. 
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１．研究開始当初の背景 

 ＩＡＳＢ及びＦＡＳＢよりディスカッシ
ョンペーパー「財務諸表の表示に関する予備
的見解」が公表されるなど、中長期的に損益
計算と資本計算が、その姿を大きく変える可
能性が生じていた。 

 わが国においても包括利益の表示に関す
る会計基準の設定に関する議論が進められ
ており、株主資本と純資産という資本の二元
的な表示だけではなく、損益計算に関しても
純利益と包括利益の二元的な表示が進めら
れつつあった。 

 

 

２．研究の目的 

 新たなグローバルスタンダードとして提
案されていた財務諸表の表示モデルでは、損
益計算書が包括利益計算書へ、貸借対照表が
財政状態計算書に変更され、財務諸表の区分
も大きく変化する可能性があった。 

 本研究の目的は、財務諸表の新しい表示モ
デルにおける、従来の資本会計論に代わる所
有者持分会計論を構築し、明らかにすること
にある。 

 

 

３．研究の方法 

 文献研究に基づき、会計基準の歴史的な経
緯を明らかにすると共に、国際比較を行って
いる。 
 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は、（１）持分時価変動情報
に関するものと、（２）利益の二元的な表示
の解釈に関するものに、大きく分けることが
できる。 
 
（１）持分時価変動情報に関する理論的な考 
   察の成果 
 新株予約権の時価変動は、その金融商品と
しての性格上、重要な金額となる可能性があ
る。そして、その金額を損益計上するか否か
とは異なる次元で、情報開示を充実させるべ
きか否かという観点からも議論しておく必
要がある。本研究では、新株予約権戻入益に
関する会計基準を概観し、株式市場との関連
からは、新株予約権戻入益を特別利益に計上
する積極的な根拠が見いだされなかったと
いうわが国における先行研究の結果と、そこ
で残された課題について検討を行った。 

 ＩＡＳＢとＦＡＳＢの共同プロジェクト
「持分としての性格を有する金融商品」は、
２０１０年１０月以降、一時停止の状態にあ
る。しかし、既に公開草案を公表する直前の
段階まで進捗していたことから、その審議の
過程において、いくつかの具体的な提案が示
されていた。その一つが持分時価変動情報に
関する明細表である。なお、２０１２年１２
月に公表された『フィードバック・ステイト
メント アジェンダ協議２０１１』によれば、
「持分としての性格を有する金融商品」プロ
ジェクトは、調査研究プロジェクトの中の、
今後１８ヶ月以内に開始される優先プロジ
ェクトに挙げられており、「概念フレームワ
ーク」の構成要素に関する作業と連携して検
討が行われることが明らかにされている。 
 新株予約権戻入益を含む会計利益が株式
市場でどのようにプライシングされている
かを考察した実証研究としては、野口・乙
政・須田（２００８）があり、新株予約権戻
入益を含む会計利益が株式市場で割り引い
て評価され、利益計算に新株予約権戻入益を
含めても価値関連性は高まらないことを示
す証拠が得られている。さらに、当期純利益
を所与としたとき、新株予約権戻入益には追
加的な株価説明力がないことが明らかにさ
れ、比較的大きな新株予約権戻入益を計上し
た企業の会計利益が、株式市場で低く評価さ
れることを示す結果も得られている。したが
って、株式市場との関連からは、新株予約権
戻入益を特別利益に計上する積極的な根拠
が見いだされなかったことになる。 
 ストック・オプションについては報酬の開
示という観点から、付与日における公正価値
に基づく損益計算上の報酬費用の計上とは
別に、ストック・オプションの時価変動の結
果を示す開示が行われている。 
 持分プロジェクトが一時停止となる前の
２０１０年３月に、持分証券及び長期債務証
券の期中の変動を示す持分時価変動明細表
の開示が提案されていた。具体的な様式も示
されていたが、それは、非償還資本（普通株
式・優先株式・新株予約権）、条件付償還資
本（優先株式・転換社債）、償還資本（優先
株式・長期債務）に区分し、それぞれについ
て期首残高に期中の発行額を加え、取得額あ
るいは失効額を控除し、さらに公正価値の変
動を加減して期末残高を示すというもので
あった。 
 わが国における実証研究では、新株予約権
戻入益を失効時点で計上することについて



は、その有用性に関する証拠が得られなかっ
たものの、そのことは、新株予約権を負債に
分類し、その時価変動を損益計上した場合の
価値関連性について否定するものではない。 
 新株予約権に関する時価変動情報の持つ
有用性に関しては、改めて検証が必要とされ
ており、新株予約権を負債に分類し、時価変
動差額を損益計上することに関しても、議論
する必要がある。 
 新株予約権の時価変動差額を損益計上す
る余地がなかったわけではない。たとえば、
転換社債の転換の会計処理で市場価額法を
採用すれば、帳簿価額と市場価額の差額を損
益計上する会計処理を行うことは可能であ
る。ストック・オプションの会計でも、付与
日の公正価値について信頼できる測定値が
得られないという特殊な状況であれば、毎期
評価替えを行いながら本源的価値で測定し
損益計上しなければならない場合も想定で
きる。しかし、実務上、そのような会計処理
は避けられてきたものと考えられる。 
 本研究では、狭義資本説を採用して損益計
算を行った場合の利益の価値関連性につい
て、実証研究が必要であることについて明ら
かにしている。 
 なお、狭義資本説は、連結財務諸表におけ
る資本概念の拡張の流れには逆行している。
連結財務諸表では、資本概念を拡張し、非支
配持分も資本に含めて表示されるようにな
ってきており、それを反映して、連結財務諸
表を作成する会計処理の上でも、経済的単一
体説と整合的な方法が会計基準で指示され
るようになってきている。 
 
 なお、新株予約権の発展に関する歴史的経
緯を研究する過程において、一般的な説明よ
りも、ストック・オプションという報酬制度
の源流を遡ることができたと考えられる。Ｓ
ｗｅｅｎｅｙ（１９６０）では、１９２０年
代の銀行家オプションにそれを求めている
が、アメリカ企業の年次報告書に関するデー
タベースを検索した結果、それ以前にも、実
質的にストック・オプションと同じ効果を持
つと考えられる報酬制度の事例が見られた。
Ｕｎｉｔｅｄ Ｓｔａｔｅｓ Ｒｕｂｂｅ
ｒ Ｃｏ．の１９０４年５月１７日の年次報
告書では、会社が自己株式を取得し、それを
主要な従業員に割り当てた上で子会社に保
有させ、５年後に従業員として在籍していた
場合には、割り当て時点で定めてあった価格
で、その後２年間にわたり購入する選択権を
与えるという従業員利益参加制度に関する
説明があり、契約書の文面も添付資料として
示されていた。 
 
（２）利益の二元的な表示に関する考察の成 
   果 

 現行の会計基準では、純利益と包括利益と
いう二つの利益が開示されている。１９８０
年代には複数の利益が、インフレーションあ
るいは価格変動の影響に対応するために開
示されたことがあった。本研究では、１９８
０年代の多元的利益表示と今日における二
元的な利益表示の相違を明らかにした。 
 ２０世紀前半のアメリカにおける利益に
関する議論を概観すると、会計利益と経済利
益の比較を通じた利益概念の研究に関する
ものが多く見られた。また、２０世紀半ばに
は、当期業績主義と包括主義の議論が活発化
し、その後、会計基準も包括主義の採用で落
ち着くことになる。 
 利益概念に関するもう一つの重要な論点
は、インフレーションや価格変動の会計利益
に及ぼす影響に関するものであった。一般物
価変動会計情報だけではなく、現在原価会計
情報についても一定の支持があり、１９７０
年代のインフレーションを契機として、１９
８０年代には会計基準によってインフレー
ション会計が採用されることになる。 
 ＡＳＯＢＡＴでは、歴史的原価情報だけで
はなく現在原価情報の提供という多元的評
価が、投資家への情報提供の観点から主張さ
れていた。ＡＳＲ１９０による取替原価情報
の提供、ＦＡＳ３３による一般物価変動会計
情報及び現在原価情報、あるいはＳＳＡＰ１
６による現在原価会計など、制度上もさまざ
まなインフレーション会計が導入された。そ
の結果、取得原価主義に基づく利益、一般物
価変動修正利益、個別物価変動修正利益とい
う複数の利益が表示される財務諸表も作成
されており、異なる資本維持概念に基づく複
数の利益が表示された。その後、インフレー
ションの沈静化とインフレーション会計情
報の価値関連性に関して明確な実証結果が
得られなかったため、ＦＡＳ３３もＳＳＡＰ
１６も廃止されることになる。 
 ＩＡＳＢは純利益を排除し、包括利益に一
本化することを目指したものの、それは達成
できず、世界標準の会計基準としては、純利
益と包括利益という二元的な利益表示に落
ち着いている。一つの利益ではなく、複数の
利益の表示が制度上要求されるという状況
は１９８０年代のインフレーション会計の
時代と同じである。しかし、その内容、ある
いは理論的な位置づけは異なっている。 
 純利益と包括利益の関係を分析する際に
問題となるのが、包括利益として一度認識さ
れた項目が、その後、いわゆる実現時点で、
純利益の構成要素として再び認識されるか
否か、いわゆるリサイクルの有無である。 
 アメリカの会計基準や日本の会計基準で
は、原則としてそのようなリサイクルが行わ
れている。これに対し、国際基準では、固定
資産の評価に関して再評価モデルが選択さ



れた場合など、リサイクルが行われない。そ
のため、両者をわけて議論を進める必要があ
る。 
 その他の包括利益項目が完全にリサイク
ルされるのであれば、純利益と包括利益の累
計額はいずれ一致することなるため、両者に
は同じ資本概念が採用され、名目資本維持計
算が行われていることになる。これに対し、
前にも述べたように、１９８０年代のインフ
レーション会計の時代には、異なる資本概念
に基づく異なる利益測定が行われていた。し
たがって、現在の純利益と包括利益という二
元的な利益表示は、測定基準の相違に基づく
ものではなく、利益の認識時点の相違に基づ
くものと説明することができる。 
 ここで、注意しなければならないことは、
純利益と包括利益の計算に同じ資本概念が
適用されているものの、各会計期間において
利益計算の基礎に用いられる維持すべき資
本の金額が同じという訳ではないことであ
る。たとえば、その他有価証券の評価差額が、
既に計上されていたとすれば、純利益の計算
においては、その金額は維持すべき資本の金
額を構成しないが、包括利益の計算において
は、その累計額を維持すべき資本の金額に算
入した上で、当該会計期間の包括利益の計算
を行う必要がある。しかし、そのことは、利
益の認識基準の違いを示しているだけで、時
価の変動を包括利益の計算から排除してい
る訳ではない。包括利益の計算が、実質資本
維持会計や現在原価会計ではないことにつ
いては、確認しておく必要がある。 
 その他有価証券に関する時価変動は、それ
が発生した時点において、その他の包括利益
として、包括利益の計算上は認識される。し
かし、その時点では、まだ純利益の計算要素
には入ってこない。その他有価証券が売却さ
れた時点で、その売却益は計上されることに
なり、純利益の計算に入るのである。つまり、
その他有価証券に関する時価変動は、その発
生時点で包括利益は認識されるのに対し、純
利益は実現時点まで認識されないようにな
っている。 
 １９８０年代の多元的な利益数値の表示
が、多元的な資本維持概念に基づく多元的評
価、すなわち測定基準の違いに基づくもので
あったのに対し、現代における純利益と包括
利益という二元的な利益数値の表示は、利益
の認識基準の違いに基づいていると説明す
ることができる。 
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